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5 国際貿易裁判所 (CIT)と連邦巡回区控訴裁判所 (CFAC)0
6 2002年 7月 31目、 ECの民営化企業が輸出する鉄鋼産品 (14品目)を対象にアメリ
カが継続して賦課している相殺関税 (12件)の適法性を審査した WTOの紛争処理小委員
会の報告が発表されたが、アメリカは小委員会報告を上級委員会に申立てることは確実で




















した僅少な業績である。 Cornell(l994)，pp.1309-1334 ; Codevilla (1995)， pp. 435・472; 










































12 いわゆるTrade-ImpactStandardに関する詳細な検討として、参照、 Hufbauerand 
Erb (1984) ，pp.19-44. 



























16 Barcelo (1980)， pp.282・285.









19 例えば、参照、柳 (1990)、35 45頁、 39-52頁。 Jackson(1997)， pp.247・248; 
Rowbotham(1993)，pp.145・173 ; Barcelo II(1980)，pp.257-287_ 
20 Jackson (1997)， pp.280. 


























23 例えば、 GATTの紛争処理制度のもとでは、意思決定 (/J¥委員会の設置、 IJ、委員会決
定の採択など)のコンセンサス方式は、不利な法的判断を受ける紛争当事者に事実上拒否
権を与えていた。参照、岩沢 (1995)、127-133真由
24 参照、 1947年 GATT第6条、 1979年補助金協定第 1部、 SCM協定第5部。
25 相殺とは、棺殺関税調査の対象産品に配賦された補助金額(補助金率)以内に相殺関
税を抑えることを意味する。参照、 WTO(1995)， pp. 239-241. 
26 特別関税とは、関税譲許表に約束した関税率を違反して改めて課される関税のことを
意味する。参照、 WTO(1995)， pp. 239・241.





















29 Jackson (1997)， p.280. 




っている。また、賦課継続件数から見ると、 1985年 1月から 1999年 6月にかけて、アメ
リカは 53件で、あったのに対して、 ECのそれは7件にとどまる。参照、不公正貿易報告書
(2000)、123頁。
32 例えば参照、佐竹 (1991)、1-3頁。小宮他(1972)、127克他に、Sykes(1989)， p.199 ; 





































33 参照、 1947年GATT第6条 6項(a)、1979年補助金協定第2条、 SCM協定第 19条 1
項。































































43 野林 (1996)、220真。野林 (1988)、227頁。 McDonough(1993)， pp. 822 -8250 


























47 佐藤 (1985)、ト 4頁。
48 坂本・安問 (1995)、3伊 4頁。










例えば、 1986年に untied，非反復的 (non-recurring) 補助金(1.5億ドノレ)が国有鉄
鋼企業に交付され、当固有企業は補助金で製鉄炉など生産施設を導入したと仮定する。鉄











































































































































































































































56 世界鉄鋼市場の現状について、 http://www.oecd tokyo. org/news/2000 1205steel.h tml 
を参照。























なくとも 6100'"'-'6500万トン、 (2)2005年末までに更に 950万トン、 (3)2010年までに更
に2300万トン、となる。主要鉄鋼生産国の減産自標として、アメリカは 1700万トンから
2000万トン、 EUは 1800万トン、日本等は 2300万トンをそれぞれ受け入れていた。ブ
ラジル、ロシア、中国などは協調的減産に難色を示して小額の減産目標しか受け入れなか
った。参照、、 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/2_tekko.html
































61 Cornell(1994)， pp.1309-1334 ; Codevilla (1995)， pp. 435・472; Rushford (1999)， 
pp.485・511 ; Dunne (2001)， pp.79・130.
民営化と関連する補助金・棺殺関税問題をいち早く注目して経済理論的に触れたのは、
Diamond (1989)，pp.76チ812.特にTheRelationship Between CountervむlingDu ty and 






























二つが WTOの判例64である D いずれも、民営化企業に賦課する相殺関税の法的問題を専
63 GATT Panel Report (SCM 185)、1994年特殊鋼相殺関税事件。
64 v¥寸oPanel Report (DS130)、WTOAB Report (DS130)、1999年特殊鋼相殺関税事。


























第 6章では、まず、 WTOの紛争解決機関が SCM協定に基づいて部分残留論の適法性
を審査した初めての判例 (1999年特殊鋼相殺関税事件)を取り上げる。部分残留論と完全



































Diamond (1990)，pp.507・607; Cass(1990)，pp.609・661; Eskridge(l990)，pp.663-698 ; 
Behboodi (1994) ; Behboodi(l994) ; Pearson (1995)，pp.368・396;Sy孟es(1997)，pp.80-125; 
Jackson(1997)，pp.278・303; Wilcox(1998)，pp.129-163; Stewart and Dwyer(l998) ; 
Benitah (2001). 

















3 遠山 (1987)、2頁。野村 (1993)、99-113頁。中村 (1996)、1-7頁。 1980年代か
らのイギリスの市場革命に関する優れた説明として、参照、山間 (1998)、149-211頁。
4 西欧諸国の民営化について、参照、尾上 (1987)、中村 (1991)、百済 (1993)、野村
(1993)、玉村 (1994)、山本 (1995)、中村(1996)、玉村 (1997)0 
5 日本の民営化について、参照、遠山(1987)、300-397頁、中村 (1996)。
6 参照、 Birch (2000) 0 
7 ロシアと東欧諸国の民営化について、参照、溝端(1995)、ロシア・東欧・中留経済研究
会 (1992)、渡辺 (1995年)、龍谷大学 (1994)、森 (1998)、Major(1999)、Simoneti
(1999)、Dininio(1999)、Broadman(1998)、Appel(1998)。







































の平均値)として、国内総生産の 10/0 -8% (イギリスが最も高し¥)、垣内総投資の 35%)






































100 100 100 
100 100 100 
100 75 100 
100 75 50 
100 25 25 
100 75 75 
100 100 100 
100 100 100 
石油 石炭 鉄道 航空 自動
車
25 100 100 75 50 
100 100 75 50 
100 100 25 
25 50 100 100 25 
民間 100 100 民間
一 100 75 50 
100 100 100 100 100 











スウェーデン 100 100 50 100 一 100 50 民間 75 75 
スペイン 100 50 民間 75 50 100 100 民間 50 75 
アメリカ 100 民間 25 民間 民間 民間 25 民間 民間 民間 民間
カナダ 100 25 100 民間 民間 民間 75 75 民間 民間 民間
メキシコ 100 100 100 100 100 100 100 50 25 75 100 
ブラジ、ノレ 100 100 100 100 100 100 100 25 100 75 民間
オースト7~ ア 100 100 100 100 民間 民間 100 75 民間 民間
日 本 100 100 民間 民間 民間 75 25 民間 民間 民間
韓 国 100 100 75 民間 25 100 民間 民間 75 民間
インド 100 100 100 100 100 100 100 100 民間 75 100 
出典:遠山 (1987)121頁の表に基づいて作成。
* 数字は公的所有の基本的比率を示す。「民間j は 100%に近い民間所宥を示す。涼表は公的所有の比
率を符号で表現していたが、ここで数字に置き換えた。この表に示された公的所有比率のその後の変化
について、イギリスの電信・電話の 50%が民間所有、ガスが 100%民間所有、石油と航空業も 100%









































22 増地 (2000)、181頁。遠山 (1987)、29-33頁。一瀬 (1987)、2頁。小松 (2000)、

































































33 遠山(1987)、}58-159頁。山本 (1986)、27-26頁。山本 (1995)、22-23頁口
34 遠山(1987)、158即時9真。



























1952 1956 1960 1964 1968 1972 1976 1986 
Italy 0.89 1.30 1.51 1.23 1.67 2.29 2.60 3.01 
France 1.71 2.71 1.62 2.02 2.62 1.99 2.68 2.51 
Canada 0.41 0.39 0.81 0.85 0.87 0.83 1.73 2.34 
UK 2.68 1.71 1.93 1.56 2.06 1.82 2.78 2.32 
Germany 0.65 0.20 0.79 0.99 1.44 1.48 1.49 1.59 
Japan 0.71 0.26 0.34 0.65 1.11 1.12 1.32 1.32 
US 0.11 0.20 0.25 0.44 0.50 0.59 I 0.34 0.43 
Source OECD， NatIonal Accounts 1951・1980，vol.1. Main Aggregates， 1982. 
この表の補助金の統計数字は必ずしも国有企業並びに国有鉄鋼企業に交付されたものに
40 参照、遠山 (1987)、55-56頁、 152-156真。石瀬 (1988)、82-84頁。
41 Hufbauerは、この資料を引用して ECの補助金政策に対するアメリカの不満を説明し














ECの国別政府補助金累計 (1980年 2月 1S 鋤 1985年 12月 31S) (単位:100万ECU・)
投資援助 研究開発 閉鎖援助 操業維持 緊急援助 計
援 助 援 助
ベルギー 719 118 3，048 12 4，257 
デンマーク 13 68 一 81 
西ドイツ 1.120 163 619 1，942 一 3，844 
ギリシャ 一
フランス 3，039 302 5，111 689 9，141 
7イルランド 一 一 264 一 264 
イタリア 4.006 38 227 9，585 一 13，856 
)'v~ セン7 会 fレク 440 15 176 一 631 
オランダ 234 222 456 
イギリス 1.788 49 1，036 2，767 一 5，640 
E C (10)計 11，359 250 2，317 23，543 一 38，169 
ホ1ECF=0.989 ドノレ




45 McDonough (1993) ， p.823. 
46 野林 (1996)、182頁。
34 







た。例えば、英国 (0-40.40/0)、フランス (20-30%)、ベルギー (2-22%)、イタリア
(180/0)に対して高い補助金率が認定されたのと対照的に、ルクセンブノレク (1.8%)、オ














































51 Redwood and Hatch (1982) ，pp.121・122.中村 (1996年)、 7真。

























有化56 (民有化) (denationalization) と、規制緩和 (deregulation)及び自由化57
(liberalization) という二つの側面を合わせ持つo
54 山本 (1995)、14頁。
55 中村 (1996年)、 7-8頁。山本 (1995年)、 14-15頁。尾上 (1987年)、 21-23頁。
遠山 (1987)、276-277頁。堀坂 (1998)、3-4頁。
56 形態的民営化 (formalprivatization)について参照、遠山 (1987)、278頁。

































(1996)、471頁。加美 (1998): )、 29頁。岸田(1994)、365-367真。財産概念は経
済学の資本概念、と完全に一致する。参照、マンキュー (2001)、537頁。





















































































































































68 加美 (1998)、27頁。竹内 (2001)、83真。岸田 (1994年)、 40頁。堀口 (1997)、
54頁。法律用語辞典 (1996年)、 492頁D
69 弥永 (2000)、40頁。加美 (1998)、27頁D 竹内 (2001)、83頁。前田 (2000)、74
真。
70 竹内 (2001)、204頁。































































































































































































民営化以前の 1984年 1月、蔚務省は Sonocalを対象に相殺関税調査を行い、メキシコ











税事件は当問題が表面化した最初の事例と見ている。参照、 Cornell(l999)，p.1312 ; 
Rushford(1994)， p.493. 
も LimeFrom Mexico (1989). 
4 金融機関の委託された主な業務は企業売却の準備となる財産評価、売却のための広告活
動の展開、入札受付の日程の策定、売却の条件の確定などである。 LimeFrom MexIco 
ο989ノ，'pp.17 53-17 54. 
も LimeFrom Mexico (1984). 




































































































19 Carbon Steel froin Sweden (1991) 
53 






















之、 CarbonSteeJ from Sweden (1985). 






誌 CarbonSteeJ from Sweden (1991/ p.4718も.





























ン政府の保有する SSBA株式の 3分の Eの減少(売却)によって SSABの受けた補助金も
3分の Iの割合で返却されたと決定していた。
25 Carbon SteeJ企omSweden (1991ノ1，p.41548. 


























立も Carhon Steel From The United Kingdom (1993); Carbon Steel From France (1993) 二
Carbon Steel From Germany (1993) 
29 GATT. WTOの紛争解決の場で2回も取り上げられたのはイギリスの民営化企業に祁
殺関税を賦課する商務省の決定で、あった。第4章で論じる 1994年特殊鋼相殺関税事件は
この CarbonSteel From， The United Kingdom (1993)のGATT通注性 U引も年犠執金協
定、色めて1を等っTこものであったも CarbonSteel From The United Kingdom (1993)に
対する行政見直し (1995年、 1996年、 1997年)の SCM協定適合性を争ったのは 1999
年特殊鏑棺殺関税事件で、あった。






























































36 Ibid.， pp. 6239・6240.






















































41 12件の相殺関税決定は以下のとおりである。 SteelProducts T子omA ustria (1993); 
Steel Products From Belgium (1993) 二 SteelProducts from Brazil (1993) ; Steel 
Products From Franc (1993) ; SteeJ Products from Germany (1993) ; SteeJ Products 
From Italy (1993)二SteelProducts From Korea(1993); Steel Products from Mexico 
(1993) ; SteeI Products from New Zealand (1991) ; Steel Products from Sweden 
(1993) ; Steel Products From Spain (1993) ; Steel Products from the United Kingdom 
(1993). 
42 General IsstJ.es Appendixに取り上げられた共通問題は民営化だけで、はなかった。他
に、 AllocationIssues， Denominator Issues" Equity lssues， Pre;pension Program Issues 
も格豆有されている。参事号、、 GeneraJIssuesAppendix: SteeJ Products From Austria(1993). 
6'0 
商務省は 12件の相殺関税決定を発表する際、共通問題を処理する GeneralIssues 
Appendixをオーストリアの鉄鋼産品に相殺関税を賦課する行政決定43に附録として添付
した。民営化問題を専門的に扱う PrIvatIzatIonand RestructurIngも、 GeneralIssues 
Appendixの不可欠の一部を構成する。以下、 GeneralIssues Appendix: St，θel Products 
From Austria (1993)と引用する D


















品 SteelProducts From A ustrIa (1993). 
44 General IssuesAppendix: Steel Products FromAustrIa (1993)， p.3721もち.
め General Issues Appendix :Steel Products From AustrIa (1993)の夜表後、商慈宅は
CIT ~ご事件の差戻しを要求し、 1993 年 10 月に公布した差戻し決定の中で、 1 993年 1
月の無差別完全残留論を適用した3件の相殺関税決定を GeneralIssues Appendixの主旨
に通令するき二うは修正している。 RemandDetermina tion :Carbon Steel Products from 
France(1993} ; Remand Determination: Carbon Steel Products from Germany (1~もも3) ; 

























有権変更のための資金交換 (anexchange of money for shares / ownership)を含んでい
ると主張し、かかる種類の民営化取引 (transactionof this sort)は企業の費用構造 (the
company's cost structure )にし、かなる影響ももたらすことはないと主張した。つまり、
46 Ibid.， p.37259. 
47 ここで説明する完全残留論の主張は、オーストリア鉄鋼事件に限らず、 12件の鉄鋼産
品の相殺関税事件と利害関係を有する米国国内鉄鏑企業全体の主張を代表するD








































































の将来的収益の割引価値(thepurchase price equal the discounted value of the 



























59 相殺可能な利益(countervailable Bene五ts)の性質について、商務省は 19U.S.C. S 















(c) 非反復的 (non-recurring )補勃金の配分問題





60 GeneraJ IssuesAppendix: SteeJ Products FromAustria (1993)， p.37261. 

























entityを同一視するD 親会社と子会社を同一視できる理由は両方とも samebusiness 
enterpriseの一部であるからであるc















65 GeneralIssuesAppendix: Steel Products FromAustria白993)，p. 37262-37263. 
66 荷務省は、固有企業買収価格の何害IJが原補助金の返却に相当するのかについて、関税
法、立法史、判例法のいずれも明確な指針を提供できるものはない、と明言している。























①社内事業再編 (internalc.orporate restructuring)、②吸収合併と寅収 (mergers)、③
会社債務清算と解散 (acquisitions)、@合弁会社と無関係な民間会社に対する生産施設の
分割 (thespin off of assets to joint ventures and unrelated private parties)、⑤生産設
備の閉鎖 (closureof the production facilities)。
69 GeneraJ IssuesAppendix : Steel Products From Austria (1993)， p.37263. 

































































76 General Issues Appendix : S土eelProducts FrOJn Austria (1993)， p.372~もも.









































































321 -330頁。松下 (1989年)、 197-242頁。 1980年以降、アメリカは相殺関税措置を
大規模に発動したことを受けて、補助金・相殺関税の研究も圧倒的にアメリカの相殺関税
制度に集中されてきた。主なものは次を参照、 Alexander(1989)，pp.807・847; 
Knoll(1989)，pp.37・116; Diamond (1990) ，pp.507・607; Eskridge(1990)，pp.663 -698 ; 
τ'reb註cock(1990)，pp. 723・737; Powell(1990)，pp.177・256; Cannon(1991)，pp.53・75; 







































(ドイツ鉄鍛企業AGder Dillinger Huttenwerke(以下、 Dillingerとする)の所有者)は、
Saarstahl SVKを実収する意思を示したが、 SaarstahlS¥t1{が抱える債務が放棄されるこ
とを買収条件とした60




1989年 6j 15 S、SaarstahlSVKは、新しく設立される株式会社 DillingerHutte 





1989年 6月 30日、民営化企業 DHSは、特殊鋼生産施設を新しく設立された子会社
Saarstahl AGに分割して操業させた。本件では相殺関税調査の対象とされた民営化企業は
であった。DHS (SaarstahlAG) 
Carbon Steel From Germany (1993)， pp.6233・6234.
Ibid. 、
Ibid. 























範囲で、原補助金の返却に相当すると決定した150 Carhon Steel From Germany ο993) 
において決定した棺殺関税率 17.28%(完全残留論による)を、 RemandDeterminati白1:
Carbon Steel From Germany (1998ノにおいて 16.85%(部分残留論による)と修正した。
商務省は部分残留論を司法審査の対象とするよう請求したが、民営化企業は同意しなかっ
たため、 CITは完全残留論を審査することになる。
10 Initiation of Investigation: Carhon SteeJ Products From BraZlJ， France， Germany， 
and The United Kingdom臼992); PreJiminary Determination: Carbon Steel Products 
From Germanyο992). 
11 Carhon SteeJ From Germany (1993)， pp.6236・6237.
12 Ibid. 
13 CountervaI1ing Duty Order.・CarbonSteeJ Products From Germany (1993). 
14 Remand Determination: Carbon SteeJ F子OllGermany (1993). 




























17 Ibid.， pp. 191・192.
18 Ibid. 
19 Ibid. 










CITは、商務省の民営化企業に賦課する相殺関税の手続的妥当性を 19U.S.C.S 1671(a) 
の規定23に基づいて判断すると明確に示した240













22 SaarstahlI (1994)， p.190. 
23 19U.S.C. S 16 71 (a) (1998)は、相殺関税の法的要件を次のように規定している。
If the administering authority determines that s country . is proげding，directly or 
indirectly~ a subsidyモwithrespect to the manufacture， production， 01' exportation of a 
class or kind of merchandise imported …into the United States， and Commission (the 
CIT) determines， that an industry in the United States is materially injured or 
threatened with material injury， or the establishment of an industry in the U nited 
States is materi叫lyretarded by reason of imports of tha t merchandise . there shall 
be imposed ¥:l.porr such merchandise a countervailing duty， in addition to any other 
duty imposed， equal to; the amount of the net subsidy. (強調は筆者)
















務省は補助金の定義に関する 19U.S.C.S 1677 (5)仏)の規定28に拘束されると解釈し、さら
25 SaarstahJ 1， p.193. 
26 Ibid. 
27 rbid. 
28 1979年から 1995年 URAA発効以前に、補助金存否の決定基準は、相殺関税法規定
19U.S.C. S 1677(5)W(ii)に基づいていた。 19U.S.C.S 1677(5)(A)の規定は次のとおりであ
る。
(5) Subsidy 
仏)In general， the term “subsidy" has the same meaning as the term “bounty or 
grant" as ~hat tern is used in section 303， and includes， but is not limited to. The 
following: 
(i) Any Export subsidy described in Annex A to the Agreement (relating to illustrative 
list of export subsidies). 
(i) The following domestic subsidies， ifprovided or required by government action to a 
specific enterprise or industry， or group of enterprise or industries， whether publicly 
or privately owned and whether paid or bestowed directly or indirectly on the 
manufacture， production， orexport of any class or kind of merchandise: 
(I) The provision of capital， loans， or loan思laranteeson terms inconsistent with 
commercial consideration. 
(I) The provision of goods， services at preferential rates. 
(II) The grant ofおndsor forgiveness of debt to cover operating losses sustained by a 
specific industry. 














第 1に、 CITは、 Saarstahl政府による DHSへの投資は商業的考慮、に合致すると述べ
た。理由として、 Saarstahl政府の DHSへの出資と問時に、他の二つの民間投資家も DHS
に投資していることをあげた。この事実を商務省は完全に認めている32とCITは強調した。






を避けている D 民営化企業の棺殺関税の合法性を判断する際、 CITはこの規定に基づいて
実体的要件の検討を行ったD




We believe that the equity infusion made by the Government of Saarland into DHS 
was on terms consistent with commercial considerations. Because there were other 
investors besides the Government of Saarland， the terms of the other investors， rather 
than the financial perform.ance of the recipient company， determine whether the 
government investment was made on terms consistent with commercial 
considerations. Moreover， the fact that there were private parties willing to invest in 
DHS supports the conclusion that the company is equityworthy. Therefore， because … 
ARBED and U sinor Sacilor， made equity infusions at the same time and on the same 
terms as the Government of Saarland， we determine that the equity infusion made by 
the Government of Saa山 ndinto DHS was made on terms consistent with commercial 








Saarstahl SVKの民営化、即ち政府が SaarstahlSVKの財産による DHSへの現物出
資を行う際、 SaarstahlSVKの市場価格が正確に評価され、 DHSが市場価格を払って
Saarstahl SVKを吸収した結果、し1かなる相殺妥当な(補助金)利益も DHSに残留する
のではなく政府に返却されたため、 19U.S.C.S 1677 (5)仇)の規定する補助金の存在は認め











33 Carbon Steel From Germany白993ノ1，pp 6235 -6236. 







36 Sa'8rstahl1， p.193. CITは更に相殺関税の自的(外国企業の受けた不公正な競争優位
の相殺)を挙げて判断を補強している。
37 Ib:id.， p .194. 




























42 Saarstahl 州政府はDHSの設立に参加する際、国有企業 SaarstahlSVKの全財産の



























































































































民営化企業に r19U.S.C.~ 1677 (5)(A)の規定する補助金が残留していなし可Jとしづ法的
判断を下した CITが、意識したのは一般的な表現となる「奨励金又は贈与jなのか、それ




























































品 CarbonSteel From Germany (1993); Remand DetermInation: Carbon Steel From 
Germany (1993). 
品 Saarstahl11(1996) 
50 Ibid.， p.1542. 






























52 Ibid.， pp.1543-1545. 
53 Ibid. 































































































第2章第 l節で説明したとおり、 1993年の 1月と 7月、商務省は 2自にわたって民営
化企業を対象に相殺関税を賦課する行政決定を行った。この中で、イギリスの国有企業
















1986年、 BSCの民営化が始まった。第2章の第 1節において述べたとおり、 BSCは民
間鉄鋼企業GKNと共同出資を行い、それぞれ5001投資して合弁企業UESを設立した690
UESを設立するために、 BSCは主に特殊鋼の工場など生産施設で現物出資し、 GKNも一
64 Carbon SteeJ from The United Jungdom (1993). 
65 InJandSteeII; Inland SteeJ 11 









年 12月、イギリス政府は、 BSCを株式会社化し、発行した株式を公開売却する (public
offering of shares) ことによって BSCの民営化を実現した710






象とされた。調査期間は 1991年 4月 1日から 1992年 3月31日まで、で、あった。調査対象
となった産品はcut-to・lengthcarbon steel plateである。 1993年 7月、商務省の相殺関税











73 British SteeJ 1 British SteeJ 1は併合訴訟であり、イギリスの民営化企業以外にも、
ドイツ、ブラジ/レ、メキシコ、韓国、フランスの民営化企業がそれぞれ宿務省の相殺関税
決定を訴えている。この中で部分残留論を訴えた民営化企業は、イギリスのBritishSteel、
ドイツの DHS、ブラジノレの USIMINASとメキシコの AHMSAである。

























75 Ibid.， p.1281. 
76 Ibid. 
77 Ibid.， p.1282. 
官 GeneralIssues Appendix: Steel Product丘'OmAustriaο993)，p.37266. 





























82 Briti旨hSteell， p.1283. 








BSplcは株式資本 (sharecapital)の 5万ポンド(一株 1ポンド)の発行を許可された860
1988年 7月 29日、イギリス鉄鋼法が可決され、 BSCの所有する全ての財産と権利及び
BSCが負う全ての義務が BSplcに帰属することが決定された870 1998年9月 5日、 BSC
の財産、権利義務が実際に BSplcに移転された口
1998年 11月 17日、 BSplcの一株 1ポンドの 5万普通株を更に細分化し、一株 50ペン
スの普通株を 10万株発行した。その後、更なる 19億 9990万普通株を発行し、全ての普
通株が公認株式取引リスト (OfficialList of The Stock)に認可されることを条件に国務省
























































































































































































































































業であり、いずれも過去において政府の経営支配を受けたことはなかった 1030 Nuova 
Delverdeはパスタ工場以外に、 Delverde.SrLの商号、街標権など無体財産権を譲り受け
た。パスタ工場の買収後、 NuovaDelverdeは商号を Delverdeと変更し、パスタ工場を売
却した Delverde.SrLは厨有商号を NuovaDelverdeに譲渡したため、商号を MI.BAと変
更した。独立的会計機関は、 Delverdeのパスタ工場等の買収は独立当事者間取引によって
達成されてパスタ工場の市場価格を反映するものであると証明した104。



































107 1nland 11; Saarstah111; British Steel1Il 
108 Delvredeよ
109 Ibid.， p.227. 
110 Ibid. 
111 Ibid. 
112 所有権変更と原補助金との関係を規定した 19U.S.C.~ 1677(5)(F)を後に詳細に検討
するD この規定の URAAへの導入過程の研究として、参照、 Codevilla(1995).この研究の
注目すべき点は、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)のURAAへの導入過程はアメリカ園内産業の議会
におけるロビー活動の産物と指摘したことである。




さらに、商務省は、 2点を挙げて 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定を自己の立場に有利に解






2. CITの審査 (Delvrede/) 
(1) 本件の争点














114 Pasta From Italy (1996)， p.30298 ; Delvrede 1，p.227. 
115 Ibid. 
116 Delvrede 1， p .228. 
107 




















117 この規定の英語の原文は、次のようになっている。 Achange in ownership of al or 
part of a foreign enterprise or the productive assets of a foreign enterprise does not by 
itself require a determination by the administering authority that a past 
countervailable subsidy received by the enterprise no longer continues to be 
countervailable， even if the change in ownership is accomplished through an arm's 
length transaction. 
118 DeJvrede 1， p.229. 
119 Ib.id. 
120 3M (the Statement ofAdministration Action to the URAA). Delvrede 1，pp.229. 
1'2il Delvrede 1， pp.229. 
108 
論づけた122。以上のように、 CITは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定のもとで、商務省は事
実関係を分析せずに原補助金の残留を推定できる権限を有することを否定した。







商務省、は、 19U.S.C.~ 1677(5)(F)の規定において f国有企業Jという用語ではなく、代
わりに「企業jあるいは「外国の企業Jという一般的用語が用いられたことは、当規定の
適用範簡に民間企業同士の取引が含まれるとし1う議会の意図の現れであると説得-的に主張
したのに対して、 CITは、当規定の「企業j と「外国企業j といった用語は、議会の代表












123 CIT は~ 1677(5)(F)の立法史を考察しても、当規定の適用範囲を明確に示す議会の意






第 1に、部分残留論の適用と 19U.S.C.~ 1677(5)(B)との適合性について、 CITは
Delvredeと省務省のやり取り 128をもう一度確認して、 Delvredeの主張は URAAに新規
追加された 19U.S.C.~ 1677(5)(B)の補助金の定義に合致すると判断した1290 CITは、














以上のCITの論証過程を通じて明らかにされたことは、 CITは、 19U.S.C.~ 1677(5)(F) 




















































(b) 19U .S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲
19U.S.C. S 1677(5)(F)の適用範囲について、議会の意図が唆味である点を挙げて、 CIT
が民間企業問土の取引への適用可能性を否定する立場に偏っていることについて、商務省、
は、 SAA、議会報告、 SAAにおける独立当事者間取引の定義等を挙げて、 19U.S.C.~ 
1677(5)(F)の適用範囲から民間取引を排除する意図を明確に証明できないと主張した1400
その上で、商務省の部分残留論を適用する裁量権の源は U.S.C.S 1677(5)(F)ではなく、
URAA以前の相殺関税法規定を実行する固有の権限であり、たとえ U.S.C.S 1677(5)(F) 
は民間企業の取引に適用不可能で、あったとしても、商務省の有する民間企業同士の独立当
事者間取引を処理する権限にほとんど影響がないと主張した1410
(c) 19U .S.C. ~ 1677(5)(B)の f利益Jの解釈
この問題に関して、商務省は以下のように回答した。





































14主 RemandDetermInatIon: Pasta From Italy (1998) 
145 例えば、贈与、市場金利より低金利融資、商業的考慮、に反する出資、優遇条件による
物品と役務の提供など。



























(2) CITの判決 (DelverdeI/) 
CITは商務省の差戻し決定を改めて審査し、 1998年9月25日、判決を公布した1560
(a) 商務省の差戻し決定の要点



































158 Delverde 11， p. 316. 
159 Ibid. 
160 Ibid. 















URAA発効後、補助金の定義が明確化され、 19U.S.C. S 1677 (齢、 (D)、(E)によっ
て受益者利益説が紛れもなし、かたちで明文化されたにもかかわらず、企業財産の売却(し
かも民間企業向士の取引)による所有権変更問題の審査においても CITの考え方は混乱し


























DeJverde11の審査で敗訴した DelverdeとDelverdeUSA， INC.は、 CITの商務省相殺









f利益Jを提供したことを 19U.S.C.S 1677(5)(B)に基づいて立証する責任を負う 167。
















































(i) 1994年 GATT第 16条の規定する何らかの形式による所得または価格の支持、
(出) 資金調達機関に支払いを行うこと、民間の実体に、通常政府が遂行する貢献、また
通常政府がとる措置と実質上異ならない実行を委託し、指示すること、






















































なく、ある主体が 19U.S.C.S 1677(5)(D)と(E)に例示された「資金面での貢献j とそれに
よる「利益jを受けたことを立証してはじめて補助金の存在を決定できるとして、所有権




















182 Ibid. CAFCは自ら行った解釈を補強するために狂ouseReport，H.R.No. 103・826(1)，
p. 110(1994¥ 1994U.S.C.C.A.N，pp.3773， 3882.と、 SenateReport， S.Rep.No. 103・412，
p.93: (1994)も同じ主旨であると引用した。
183 Delverdelll， p. 1367. 













































































第 2に、所有権変更問題を扱う 19U.S.C.S 1677(5)(F)の規定と補助金の定義に関する
19U.S.C. S 1677(5)(B)の規定との関係を明確にした。 19U.8.C.S 1677(5)(F)はあくまでも
所有権変更とし1う特定の事情のもとで補助金存否の立誌に関する手続的要件を規定したも































第 4節 Delverde III以降の動向
1. Delverde III以降の商務省の動向
2000年2丹2日、 Delverde11の判決がCAFC(Delverde 1/)に却下された後、 CIT




































































商務省の挙げた考慮すべき要素とは、企業財産と責任の存続(continuationof assets and 








企業の生産施設の維持 (continuationof production facilities)、企業人員の維持

































































のDelverde(post-sale Delverde)は実質的に!臼 Delverde社が所有する FSMパスタ事業



































2. Delverde 111以降の CITの動向
CAFCがCIT(Delverde 1])の判決の妥当性を審査している開に、フランスの民営化企
業を対象とする 2件の商務省の相殺関税決定223がCITによる司法審査を受けていた。この
2件の CITの審査が終了する前に、 Delverdellを否定した DeJverde刀了の判決が発表さ
れたことは、当時進行中の CITの審査にも大きな影響を与えた。商務省はすでに提訴され











223 Steel Sheet and Strip from Franc (1999)， Steel Pla te from Franc (1999). 
224 GTS RedetermInatIon(2000)、AlleghenyLudlum RedetermInatIon (2000) . 
2も SteelPlate 台om1taly (1999)， StaInless Steel Plate from 1taly (1999). 
226 AST RedetermInatIon (2000) ，1LVA RedeterminatIon (2000) . 
227 ElectrIcal Steel From 1taly (2001). 
228 Delverde刀了以降、民営化企業に賦課する相殺関税の適法性を CITが審査した案件は

























229 Initiation oflnvestigation: Steel from Franc， Italy， Korea(1998). 
230 Preliminary Determination: Steel Sheet and Strip from Franc (1998). 
誌 1 Steel Sheet and Strip frOln Franc (1999). 
232 Ibid.， p.30776. 
233 Ibid. 
234 Allegheny Redetermination(2000) ，p.1'守.
誌も Steel Sheet and Strip from Franc (1999)， p.3077も.
236 Ibid.実体問一論の詳細な展開について、本節の 1を参照。
237 Allegheny Redetermination (2000ノ，p.17.残りの株式が当社の従業員と stable
shareholderに保有されたc















用した方法(実体同一論)はDelverde瓦Iの解釈した 19U.S.C. S 1677(5)(F)の主旨に適
合するかどうか、と設定した2420









239 Ibid.， p.12. 
240 Ibid. 
241 Ibid. 














Terniであった2500 1987年、 ElectricalSteelの生産設備を含めた Terniの財産が新設さ
れた会社TASに移転された2510 1989年、企業再編言十画の一部として、 TASなど主要事業











な立場を採用したのでここで繰り返さないことにする。詳綿は参照、 GTS(2002ノ，p.20 ; 
ILVAα002) ， p.8; AccIajj [iじ2002)，pp .16・19.
247 EJectrIcaJ SteeJ From ItaJy α001ノ. これは 1994年の相殺関税決定EJectrIcaJSteel 
F子om1taly白994ノを見直しするもので、あった。 ElectrIcalSteel From 1taJy (2001)の仮決
定 ElectrIcaJSteel From 1taly(2000)が発表される前に DeJverde刀了が発表されたため、
高務省は、実体同一論を仮決定と本件で問題となる最終決定に反映させた上で発表した。
248 AccIajj 11α'002) 



























253 Ibid.， p.3. 
254 Ibid.， pp. 8・10.




259 Ibid.， p.12. 
260 Ibid.， p.13. 
261 Ibid. 













(3) Delverde 111以降の CITの動向に関する評価


















































第6条3、第 16条、と 1979年補助金協定の第1部、第2部で、あった。 1947年 GATT第








1 GATT Panel Report (SCMl185). 











具体的に、相殺関税を規律していたのは第6条の 3項、 4項、 5項、 6項であり、 1995年
に WTO協定のF付属書 SCM協定が発効するまで、商務省の補助金残留論の適法性を追究














第 6条 3項の第 1文は、 f奨励金又は補助金の推定額J以内に相殺関税を制限すること
を要求していることから、論理的に補助金存在の推定(認定)があって初めて相殺関税の
賦課が可能となることが推測される。要するに、補助金の額を確定できない限り、賦課し











































め、補助金の痘接規律を規定する 1947年 GATT第 16条の内容を調べる必要がある。
第6条の4項、 5項、 6項の (b)、(c)及び、7項は本論文の課題と直接関連性を有しない
ため、検討を割愛する。
2. 1947年 GATT第 16条




















































1979年補助金協定は、 1955年に 1947年 GATT第 16条に輸出補助金を専門的に扱う


































第4条2項は、 1:自殺関税の限度を補助金額以内に制限するという、 1947年 GA1γr第6
条3項の第 1文の内容をそのまま踏襲している130


















13 1~7'9 年補助金協定第 4 条 3 項。
14 1979年補助金協定第4条3項、 4項、 5項、 6項、 7項。
15 1979年補助金協定第2条。





















第6条6項(a)と同義語)、②無効化又は侵害 (1947年 GA'IT第 23条の規定を継承してい
る)、③重大な損害 (1947年 GA'IT第 16条Al項の「重大な損害j と逐語的に同様であ
る)。相殺関税措置は①のみに対して発動できる。

































































































23 本件の紛争解決の経過は次のとおりである。 1993年2月 26日、 3月 29日から 30日
にかけて、フランス、 ドイヅ、イギリスの民営化企業に相殺関税を獄課する商務省の決定
(損害認定も含めて〉をめぐって、 ECとアメリaカは協議を行ったが、問題解決の合意が
得られずx 199s年 4月28日から 29目、 ECの要請に基づいて、引き続き GAITの補助
金棺殺関税委員会による調停が行われたが、依然、紛争当事国間で満足できる合意が得ら


















(a) 1947年 GATT第 4条2項の解釈をめぐる対立
ECは、アメリカが 1979年補助金協定の下で補助金の存否を立証する義務を負っている
と主張し、その根拠として 1979年補助金協定第 4条2項24を挙げた。しかし、 ECによる
第4条2項の援用には条件が付けられていた。 ECは、第 4条2項を『条約法に関するウ




ュウジランドも同じ意見表明の権利を主張し、受け入れられた。 1993年 8月 3目、 /J¥委
員会の構成と付託事項が決定された。 1994年 11月 15日、小委員会報告が提出されたが、
アメリカの反対により採択されなかった。参照、 GATTPanel Report (SCMl185)，para.2，3. 
















第 5章で検討する SCM協定第 19条 1項と対照的であるD
第2に、ECは以上の解釈を補強するために、第4条9項(見直し決定)と 1947年GATT











第 Iに、アメリカは、 1947年 GATT第6条3項(第 1文)は「存在すると決定された
補助金の額Jを超えた相殺関税の賦課を制限する規定であり、 1979年補助金協定第4条2
項も同じく、決定した補助金の額を超えない範囲で相殺関税を制限することを要求する規
25 GATT Panel Report (SCM/185)， paras. 32， 33. 
2ti Ioid.， pata. 37. 

















更に、アメリカは、他の規定も第 4条 2項と同じく、 1979年矯助金協定前文に掲げる
「招殺関税の国際貿易に対する不当な妨害の防止j という岳的を達成する役割を果たして










32' 唱GATTPanel Report (SCM/185)， para. 39. 
33 Ibid吋 para.，40. 
34 Ibid.， para. 41. 
35 Ibid. 







第 1節で検討したとおり、相殺関税の量的制限 (1947年 GATT第6条3項の第 1文、
1979年補助金協定の第4条2項)、相殺関税の目的的制限 (1947年GATT第6条3項第








































第 2に、 1979年補助金協定の附属書となる「輸出補助金例示表j も、政府による「資
金面での貢献Jは補助金存在の必要条件であることを示唆する文脈的根拠になると主張し









37 GATT'Panel Report (SCM/185)， paras.163-218. 







という文言と、 1979年補助金協定第 1条の脚注 4の棉殺関税を「産品の製造、生産又は
輪出について直j妾又は間接に与えられる奨励金又は補助金 (anybounty or subsidy)を相
殺する目的で課する特別の関税をいう j という文言で、あった。これらの規定は、相殺関税
を賦課する上で補助金を広義に解釈するべきことを示唆するものとアメリカは主張した410






















44 GATT Pane1 Ret'@J!t (SCMI185)， pa:raA4. 






















第 1に、ウィーン条約第 31条1項と 2項の規定する条約の文脈(条約本文、前文、附
46 Ibid.， para.46. 
47 Ibid. 
48 Ibid. 
49 Ibid.， paras.47.48. 
50 E'Cは次の辞書を引;用して補助金の意味を主張した。 TheConcise Oxford Dictionary 
(8出 ed.1990)の f国家又は公的機関など産品の価格を維持するために交付された重金
:money"J ; Webster's Third New International DictionaryとBlack'sLaw Dictionary'6th 
ed. 1990)の「補助金は政府の企業に与えた金銭的支出であるん参照、 Inid.，para.60o 
これに対して、アメリカも異なる意味を示唆する辞書を挙げて反論した。例えば、 New
E ncyclop edia Britan'nica( 1984)、 Encyclopediaof Economics(l981)と Dictionaryof 





























51 GATT Panel Report (SCMl185)， para.50. 































56 Ibid.， para，138 
57 Ibid. 

































62 Ibid.， para. 146:. 
158 
規定がないにもかかわらず、 ECも反論しなかったことはアメリカの主張するとおりであ

























64 Ibid. pa:ra. 147. 
65. Ibid.，para. 146. 
66 Ibid.， para. 14'7. 
67 Ibid， 

























適法性 (para，525・558)、国内産品に対する補助金の配分問題 (para，587自 609)、15年耐
用年数にわたる補助金の配分問題 (para，s10 -6'46) ..商務省 declining~ balance 
methodologyの使用問題 (para，647“ 675)、などである。
71 GATT panel report (SCM/185)， paras. 348・350.
72 小委員会はECの解釈に賛成しなかったが一定の理解を示した。 ECは 1979年補助金
協定第4条2項を広義に解釈して、正確に決定した補助金の額を超えて相殺関税を賦課す
ることを禁止する規定と理解している。第4条 2項のもとで、補助金存否の正確な決定に
ついて、 ECは実体的要件として f資金面での貢献j を、手続的要件として全ての関連事
実を、考慮すパきことを挙げている。 GATTpanelre.port (SCM/185) ，para. 351・
160 










































































協定第6条3項の第2文の内容を逐語的に踏襲している。 Ibid.paras. 413. 420. 




























場を端的に表現した原文は次のとおりである。“… when a company sells a productive 





























































































絞られたD つまり、 SCM協定は、特に 1979年補助金協定に濃厚に残された補助金の有用






これ以外に 7 件の附属書がある。~付属書 I 輸出補助金の例示表;~付属書 II 生産工程
における投入物3の消費に関する指針，;附属書II 輸出補助金としでの代替物に係る払戻制
度の決定に関する指針;附属:書IV産品の価額に対する補助金の総額の割合の計算;附薦































































14 同上、 29-， 30頁。










































注)は、世界貿易機関協定の効力発生の日 (1995年 1月 1S、筆者注)から五年の期間
(1999年 12月31日まで、筆者注)適用する。(筆者注、補助金及び相殺関税に関する)
委員会は、この期間が経過する日 (2000年 1月 1日、筆者注)の遅くとも百八十日前ま
170 
1999年 12月 31日までに、 WTOの補助金及び、相殺関税委員会は、第6条 1項(園内補
助金の著しい害の推定問題を扱う)と、第8条及び第 9条の規定(グリーン補助金の使用
















義と補助金の特定性を規定する第 1部を f一般的規定Jと位置付けた上で、 SCM協定全
体のために統一的な法概念を構築した。定義の統ーにより長期にわたる補助金概念の分裂
状態に一応の終止符を打つことができた350
でに (1999年 7月4日までに、筆者注)、その後の期間 (2000年 1月 1日から、筆者注)
についてこれらの規定を現在のまま又は修正して適用するかしなかを決定するため、これ
らの規定の運用を検討する。
32 羽司、oAnnual Report (2001)， p.63. 
33 2000年 1月 1日以降の補助金・相殺関税の国際的規律は褐色補助金とグリーン補助金
の消滅という事実を勘案した上で考えなければならなくなる。詳細は参照、不公正貿易報
告書 (2002)、256-257頁。
34 補助金定義の法典化の重要性を評価する先行研究として次を参照。 Jackson(1997)， 
pp.293・300.Williams and Salembier (1998)， p.9. Waer and Vermulst (1999)， pp.19-20. 













金供与をめぐって発生したものである。 1997年 3月 10日、ブラジルはカナダ、政府の行っ
た資金供与は民間航空機産業に交付した輸出補助金で、あると主張し、カナダ政府に協議を
申し入れたが、問題解決に至らなかった。
1998年 7月 23日、 WTOの紛争処理機関において本件を審理する小委員会が設置され
た。 1994年4jJ 14日、小委員会の報告が提出されたが、カナダが上訴したため、上級委












税事件、及び本論文第 6章で考察する 1999年特殊鋼相殺関税事件と EC鉄鋼産品相殺関
税事件。























































キュー (2000)、356-358頁。 r政府が財政上の損失を蒙るj ことを「機会費用Jと理解
した場合、財政負担説は受益者利益説と合流し、対立が解消されると説明されている。参




































まず、 SCM協定第6条 I項(a)と附属書IVl である。カナダは、 “benefit"をブラジノレ
が主張するように単純に「商業的または市場基準を超えて提供された利益“theadvantage 
given beyond commercial or market activitY"J と解釈することに反対した450 カナダは、
反対の理由として、 SCM協定のもとで補助金の額を計算する46にはこつの方法があること
を挙げた 470 一つは、第 14条の規定する市場条件を根拠にした受益者利益テスト
(market-referenced "bene五tto recipient" test)で、あり、これは補助金付き輸入品に賦課さ
れる相殺関税の額の計算基準である。もう一つは、 SCM協定第6条 1項(a)のもとで補助
41 ¥巧、oPanel Report (DS70) ，paras. 5.29， 9.98 
42 Ibid.， para. 5.30. 
43 Ibid. 
44 Ibid. 
45 Ibid.， paras.6.60， 6.148， 6.179. 
46 補助金の性質の議論についてカナダが補助金の数量的計算の規定を根拠に使ったこと
は論拠を無力化させた主な原因だと思われる。
47 "巧'0Panel Report (DS70) ，paras. 5.31・5.32.
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ついて“market-basedbenefit to the recipient"テストだけを基準にその存否を判断する















48， Ibid.， para:. &.3:3. 
49、:rhid.
50 Ibid.，para.5.34. 















いう動詞は“grant"、 “bestow"または“give"を意味し、名詞“bene五tつま、 “advantage" 
または“somethingthat guards， aids， or promotes well being"を意味する、と説明した上
で、この中の“aid"は“togive help or support to"を意味する、と主張した550 ごれを根拠
に、ブラジルは、“advantage"は fもっと有利なまたは改善された立場及び条件“amore 
favorable or impToved position or conditionりを意味すると解釈し、カナダの表現を直接
引用して「市場における可能な利益を超える"aboveand beyond the market勺利益である
と補足した560
(2) 第 1 条 1 項の構造と“hene五t~'のι範囲
ブラジルは、、第 1条 1項の構造に着目し、 SCM協定第 1条 1項(a)は資金面で、の貢献の
源(政府行為〉を明確にしたが、第1条 1項(b)は資金面での貢献の結果発生する“benefit"
を要求すると解釈した57上でィカナダが「被交付企業にもたらした利益Jは“benefit"の存
52 ¥i司、oPanel Report (DS70) ，para.5.35. 
53 Ibid.， paras. 5.36・5.37.





































た。これに対してブラジノレは、第 6条 1項及びF付属書 IVによる補助金の数量的把握はあ
くまでもsc:rvI協定第6条に規定する「著しい害 “serious prejudice" Jが生じたかどうか
を判断する複数の方法の一つに過ぎ、ないという事実を無視していると指摘したへその上






















63 Ibid.， para.5.44. 
64 lbid. 






ブラジルは、カナダによる benefitto the recipientテストは SCM協定の目的と趣旨(貿
易歪曲的補助金の使用を禁止する)に反するという主張は、説得力を欠き不可解とした660





















66 Ibid.， para.546. 
67 Ibid.; para.5.50. 




70 lbi:d." para.96;. 
18'0 
(2) アメリカの主張





















小委員会は SCM協定第 14条を挙げた。第 14，条は74、第 1条 2項の規定にしたがい、補
71 Ibid.， taras， 110・114.














あり、商業基準的アプローチ (comnlercIalbenchmark approach)を採用する第 14条以




































に、第 1条 1項(a)(l)(iv)は、明らかに、政府が民間団体に対して第 1条 1項(a)(l)(I)から
(ii)までの f資金面での貢献Jを行うことを指示する状況下において純損失を蒙るのは政
府よりむしろ民間団体であるため、カナダの主張は第 1条 1項(a)(l)(iv)を無意味にする解













第 2に、 SCM協定付属書1(輸出補助金の例示表)の(k)項について、小委員会は、 SCM
協定附属書 1(輸出補助金の例示表)の(k)項は輸出補助金の存否を決定する場合に適用さ
れる規定であり、 SCM協定第 1条 1項の補助金の存否を決定するためのものではないと
76 Ibid. para. 114. 
77 Ibid. 
78 Ibid.， para. 9.115 
79 Ibid. 
80 Ibid. 
























83 Ibid.， para.9.117. 
84 Ibid.， para.9.119. 
85 Ibid. 
86 Ibid.， para.9.120. 
87 Ibid。
英文による原文は次のとおりである。 a“financialcontribution" by a government or 
public body confers a“bene五f'，and therefore constitutes a“subsidy" within the 
meaning of Article 1 of SCM Agreement， when it confers an advantage on the 
recipient relative to applicable commercial benchmarks， i.e.， when it is provided on 
terms that are more advantageous than would be available to the recipient in the 
market. 




上級委員会は、“bene五t"の辞書の意味は“advantage"、 “good"、 “gift"、 “profit'J、あ

















上級委員会は、 theguid'elines set forth in Article 14 apply to the calculation of the 
“bene五tto the recipient conferred pursuant to paragraph 1 of ArticJe 1"と強調して、
SCM協定第 l条 1項 (b)及び第 14条における“bene邸"概念、は共通する意味を有すると
判断した930
(a) 第1条 1項の全体的構造
上級委員会は、第 1条 l項は二つの独立的要素で、構成され、第 1条 l項(a)は政府の資金
































94 Ibid.， para.156. 
95 Ibid.， para.157. 
96 Ibid.， para.161. 
186 
ことができたと言える。財政損失を蒙らせる「資金面で、の貢献Jからは必ず利益が生じる
















執し続けた。第 3章第 3節で考察したとおり、 1996年、議務省は民営化及び民営化企業
だけではなく、民間企業同士の財産売買取引にまで部分残留論の適用を拡大した。



















法的根拠が大き〈変化している D もう一つは、 1999年特殊鋼相殺関税事件の終結後 4ヶ
月経過した2000年 11月 10J3" ECは、 EC加盟国6カ国の民営化企業に棺殺関税を賦課








本件の事実関係、について、第 2、第 3、第 4章で詳しく説明したため、ここでは簡潔に
触れることにする。 1986年、イギリス国有鉄鋼企業BSCは、特殊鋼生産施設を分割して
現物出資を行い、他の民間企業GKNと共同出資するかたちで合弁企業UESを設立した。
1988年9丹、イギリス政府はさらにBSCを株式会社化 (BSplc)し、周年 12月、 BSplc
の株式を公開売却することによってBSCの完全民営化(私有化)を実現した。 1995年 3
月21日、 BSplcがGKNの所有する UESの株式を完全翼収した結果、 UESがBSplcの












1回目の年次見直しは、 1994年4月 15日に開始されたため (SCM協定発効以前)、本
件で申立ての対象とされなかった。
5，回目の年次見直l2は、 1998年4月 24日に開始され、小委員会常置要誇以後の 1999
1 Ca:rTai1 Steel Produe，l;s企'omthe Uni・tedKingdom (1993) . 
2 Adm'inÍstrati:ve Jle}vì}Jw.~ Carb(JJl SteelProducts from the UnIted Kingdom臼999). 
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1995年、 1996年、 1997年に開始された。 UESとBSESはこれらの年次見直しの被調査
企業で、あった。
1995年の年次見直しは、暦年 1994年の輸入を調査対象とし、 1995年4月 14日に開始
この見直し決定の中で蔚務省は、 UESが生産しされ、 1996年 11月 14日に終結された。
た特殊鋼産品の補助金率を1.69%と決定したえ
1996年の年次見痘しは、暦年 1995年の輸入を調査対象とし、 1996年4月 25日に開始
この見直し決定の中で、高務省、は、見直しの期間され、 1997年 10月 14日に終結した4。
にUES自体が BSESに変更した事実を考慮して、それぞれ異なるこつの補助金比率を決
定した。 1995年 1月 1日から 1995年3月20Sまでに UESの生産した特殊鋼産品の捕
助金率を 2.40%と決定し、 1995年3月21日から 1995年 12月31日の問における BSES
が生産した特殊鋼産品の補助金率を 7.350/0と決定した。
1997年の年次見直しは、暦年 1996年の輸入を調査対象とし、 1997年4月29日から開





を申し入れた60第4条、 1994年 GATI第22条 1項、 SCM協定第 30条の規定により)
1998年7月29日、ECとアメリカは協議を行ったが、両国とも満足する結果が得られず、
協議は失敗に終わった。
1999年 1月 14日、 ECはDSUの第4条と第6条、 1994年GATT第 23条、 SCM協
定第 30条に依拠し、上記係争事項を解決する小委員会の設置を要請したIo 1999年 2月
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1996). 
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1997). 
Administrative Review: Carbon Steel Products from the United Kingdom (1998) . 
WTO document V¥庁IDS138/1.





1999年 3丹 16呂、小委員会の構成が決定されたo ブラジルとメキ、ンコは、第三国とし
て紛争処理に参加することを決めた。
1999年 10月6日、小委員会は、紛争当事国に中間報告を提出した。 1999年 11月 22
日、小委員会は最終報告書を紛争当事国に提出した。 1999年 12月23日、小委員会報告8
が公布されたが、アメリカは小委員会報告の認定と法解釈を不服として、上級員会に上訴














ECの法的議論の核心的な内容は第 1に集約されている。第 1の論点は第 2、第 3の論
点といかなる関係、を持つかはさておき、第 1の法的根拠となる SCM協定第 10条の規定を
8 WTO panel report (DS 138) . 
9 明司'0AB report (DS138) . 
10 ECの法的議論は主に以下の文書にまとめられている。 A'ITACHMENT1.1 ; 
A'ITACH島但NT1.2 ; A'ITACHMENT 1.3 ; ATTACHMENT 1.4 ; ATTACHMENT 1.5 ; 
ATTACHMENT 1.6 ATTACHMENT 1.7 .この中で、 ATTACHMENT1.1は核心的な文
書であり、他はATTAuHMENT1.1を補完するものである。









た規定である120 輸入国の賦課する相殺関税が第 10条違反を構成するか否かを、第 10条
自体を根拠に判断できないことは明らかである。問題となる相殺関税が第 10条違反を構















は、相殺関税の法的要件を定める i1994年 GATT第 6条の規定j とSCM協定の規定の
検討が先決的である。
明らかに、 i1994年 GATT第6条の規定Jは 1947年 GATTの第6条13を継承したも
12 SCM協定第 10条のこの文言は 1979年補助金協定第 1条の文言を逐語的に継承して
いる。参照、第4章第 1節 20



























































14 ATTACHMENT 1.1， para. 9. 
15 Ibid.， paras. 100-101. 



























(a) BSCの f資金面での貢献j とBSplcの「利益j
1994年特殊鋼本自殺関税事件の時、 ECが直面した苦しい立場と対照的17に、本件におい




に返却されのるかを、 SClVr協定第 1条 1項の規定する補助金の定義を様拠に判断するべ
きだと明確に主張することができた180
第5章で詳細に論じたとおり、 SCM協定第 1条 1項のもとで、政府による「資金面で
の貢献Jがなされた結果、被交付企業に味Ij益jがもたらされるのであれば、補助金は存





























































23 ATTACHMENT 1.1， para.109. 




































相殺関税の量的制限 (1994 年 G~γr第 6 条 3 項第 1 文)及び相殺関税の目的的制限 (1994




















26， アメリカの主張は以下の文書に反挟される。 ATIACHMENT2.1 ; ATIACHMENT 
2.2' ; ATTAGHMENT 2.3 ; ATTACHMENT 2.4 ; ATTACHMENT 2.5 ; ATIACHMENT 

























27 ATTACHMENT 2.1 para.5.特に「利益j の解釈について f受益者利益説jの創始者
であるアメリカとしてはこれを正面から否定するわけにはし、かなかった。第5章で議論し
たカナダ航空機補助金事件のアメリカの第三国としての立場を想起せよう。
28 Ibidηparas. 9，19， 109， 118.この他にも、高務省は補助金は交付された時から額が固定
さる、あるいはいったん決定した補助金を改めて立証する必要がない、と主張したが、い
ずれも新しい議論ではないc
29 1994年特殊鋼相殺関税事件当時、 1947年 GAT1'と 1979年補助金協定に補助金の定
義に関する規定がなかったことは、アメリカが補助金存在決定の時間的標準を禄拠づける
規定を援用できなかい原密だったことは明らかである。
30 ATTAGH1¥認N'I'2..1， para. 108. 

























32 Ibid.， paras.126， 167. 
33 本件の事実に即して言えば、 1986/1987年以前の国有企業BSCに交付された原補助金































として、第 1~こ、補助金が必ず産品の製造、生産、輪出に関して与えられていること 39 、
第2に、 SCM協定の規定する補助金付き輸入産品によって国内産業が蒙る損害の発生、
35 ‘ ATτ~ CHME'NT 2.1~ p:ata.151-160. 
36 Ibid.， para.lS1. 
3:7 Ibid. 
38 Ibid. 

















分の問題については、 1947年 GATTと1979年補助金協定並びに SCM協定のいずれにも
40 ATτーACHMENT2.1， para.189. 
41 No countervailing duty shall be levied on any product of the territory of any 
Member imported into the territory of another Member in excess of the amount equal 
to the estimated bounty or subsidy determined to have been granted， directly or 
indirectly， on the manufacture， production or export of such product in the country of 
origin or exportation. The term "countervailing duty" shall be understood to mean a 
special duty levied for the purpose of offsetting any‘subsidy bestowed directly or 
indirectly upon the manufacture production or export of any merchandise. (イタリッ
ク体でアメリカが強調)
42 Members shall take al necessary steps to ensure that the imposition of a 
countervailing duty on any product of the territory of any Member imported into the 
territory of another Member is in accordance with the provisions of Article VI of 
GATT 1994 and the terms of this Agreement. (イタリック体でアメリカが強調)
In an accompanying footnote， itadds: 
The term "counterVailing duty" shall be understood to mean a special duty levied for 
the purpose of 0首settingany subsidy bestowed directly or indirectly upon the 
ma:nu1acture prodl:1ction or export of any merchandise， as provided for in paragraph 3 
of Article VI of GATT 1994. 
43 No countervailing du句Tshall be levied on any imported product in excess of the 
am.ount of fhe sU'hsidy found句、exist，calculated in terms of suhsidization per unit of the 
subsidized aNd.e玄ported、:f>Toduct.(イタリック体でアメリカが強調)
44 ATTACHMENT 2.1， pata. r9'6. 




























46 ATTACHMENT 2.1， paras.109， 127. 
4マ 以下、小委員会の解釈と認定の出典を¥iVTOPanel Report(DS 138)と引用する。








小委員会は、第 19条1項以外にも、 SCM協定第 19条 4項、 1994年 GA'IT第 6条 3












例えば、アメリカの相殺関税調査{牛数だけを見ても、 1985年 1月から 1995年6月までに





















第 1条 1項の規定を asubsidy exists if a "financial contribution" by a government or 





















た。 Theordinary meaning of "bene五t"clearly encompasses 80me form of advantage. In 
order to determine whether a financial contribution (in the sense of Article 1.1(a)(i) 
confers a "hene五t"，I.e.， an advantage， it i8 necessa巧Tto determine whether the 
韮nancialcontribution places the recipient in a more advantageou8 position than 
would have heen the case but for the五nancialcontribution. In our view， the only 
logical hasis for determining the position the recipient would have been in absent the 
financial contribution Is the market. Accordingly， a financial contribution will only 
confer a“henefit"， i.e.， an advantage， if it is provided on terms that are more 
advantageous， than those (terms) that would have been available to the recipient on 





















たり A 'benefit' does not exist in the abstract， but must be received and enjoyed by a 
beneficiary or a r，θcipient. Logically， a "bene五t"can be said to arise only if a person， 
natural or legal， or a group of persons， has in fact received something. The term 
'benefit'， therefore， implies that there must be a recipient. 
We also believe that the word 'bene五t'，as used in Article 1.1(b)， implies some kind of 
comparison. This must be so， for there can be no 'benefit' to the recipient unless the 
室nancialcontribution' makes the recipient 'better of' than it would otherwise have 
. been， absent that contribution. In our view， the mar]玉etplaceprovides an appropriate 
basis for comparison in determining whether a 'benefit' has been 'conferred'， because 
the trade-distorting potential of a '五nancialcontribution' can be identiE五iedby 
deterll1ining whether the recipient has received a '宮E工nancia叫1c∞ont仕nぬbut式iぬorぜ1ピ， on terms 
m。ω:re:D伝avoωraめ:h制，le
5印9 1白bidι.，fiおO∞。ωtri∞。t旬e7吟8，Japan-Taxes on Alcoholic Bev刊erag伊es，WTIDS8/ABIR，WTIDS101 
ABIR， WTIDSI1/AB/R， 4 October 1996， p.14. 
60~ W'TO Panel Report (DS138) ，para.6.66. 
61 Ibid.， paras. 66.7 -66.8. 


























65 WTO Panel Report (DS138)， para.6.70. 
66 この点について小委員会はさらに次のように補足した。
The term "bene:fit" e笠ectivelyrepresents the portion of a "financial contribution" that， 
oy refむehceto a market benchmark， the recipient gets for "free". This is the portion 
of a "firtancial contribution" that， by reference to a market benchmarks， the recipient 
has not "p:airl for". In the case of "benefit" conferred by untied， non -recurring 
"finanefal con仕ib凶ions"，the United States presumes that such "benefit" is used to 
hen~fit futl!1re prσ<Iuction through investment in productive assets. In this sense， the 
bene:ficI!ary of utrtied， non-recurring "五nancialcontributions" is deemed to have 
acqu;ired、produetive:assets for "台ee". The European Communities has not disputed 


























67 Ibid.， para. 6.60. 
68 Ibid.， para. 6.70. 
69， Ibid.， para， .6.71. 
70 Ibid. 
71 アメリカの詳細な議論について、第3節 1参照。
72 WTO Panel Report (DS138)， para. 672. 
73 小委員会は更に次のように補足した。 Onlythen will that investigating authority be 
























"financial contribution"， and that a "benefit" is thereby conferred (強調は小委員会). 
Ibid.， para. 6.73. 
74 小委員会は、相殺関税賦課決定後の見直しに関する規定は SCM協定第21条 1項、 2
項、 3項に規定されていると指摘した。 WTOPanel Report (DS 138)脚注830
75 Ibid.， para. 6.73 
76 Ibid.， para. 6.74 
77 Ibid.， para. 6.75.詳細な議論は第3節 3を参照。


















所有権変更(民営化)が発生したとしづ状況下で、 UESと BSplclBSESの側面から f利
益jが継続して存在するかどうかを立証する義務を拒否するというアメリカの主張を否定
した830







80 Ibid.， para. 6.77.詳細な議論は第3節4を参照。
81 Ibid. 
82 Ibid.， para.6.78. 








に、 1986年、 BSCが特製鋼生産施設を UESに市場価格で売却したこと、 1988年 12月
のBSCの完全民営化(株式会社 BSplcの設立)も務業的考慮に反しないことを商務省が





(b) 産接的 f資金面での貢献j と間接的「資金面での貢献j
小委員会は、 1985/1986年までに BSCの受けた「資金面で、の貢献j は、特殊鋼の生産
企業UESとBSplclBSESの補助金を決定する問題と無関係ではなく、国有企業に与えら
れた untied，non -recurring r資金面での貢献jが、民営化企業にとって間接的な「資金
面で、の貢献j を構成しうることを認めた850
小委員会は、国有企業に与えられた untied，非反復的 (non-recurring) r資金面での貢
献j がなぜ民営化企業の間接的な「資金面で、の貢献j になり得るのかにつき、次のように




小委員会は、 BSCが直接受けた「資金面での貢献jは、 UESと BSplclBSESとの間接
的「資金面での貢献jを構成する、と推定可能だと認めたが、しかし、この事実だけでは、
1985/1986年以前 BSCに付与された untied，非反復的(non-recurring) r資金面での貢
??
?





















































小委員会は、アメリカは三つの行政見直し決定において、 1994年、 1995年、 1996年ア
メリカに輸入された特殊鏑産品の生産に直接又は間接的に補助金が交付されたことを立証












95 Ibid.， para.6.85. 
96 Ibid. 
97 Ibid. 
98 Ibid.， paras.6.86 ，_7.1. 




























100 Ibid.， para.11. 
101 Ibid.， paras.12・19.
102 Ibid.， paras. 22・29.
























10条脚注 1と1994年 GATI第 6条 3項は、確かに「産品の製造、生産又は輸出につい
て直接又は間接に交付される補助金j と規定していると認めた上で、しかし、これらの規
定はSCM協定第1条1項(b)の要求する「利益jは生産活動に与えられていると解釈する









第2に、補助金存在決定の時間的標準について、アメリカが、 SCM協定第 1条 1項、
第 14条、第27条 13項を引用して、 aninvestigating authority must demonstrate the 
existence of “benefit" only at the time the “financial contribution" was madeと主張し
たことに対して、上級委員会は次のように述べた。まず、第 1条 1項は資金面での貢献が


















108 WTO AB Report (DS138) ，para. 60. 




局は必ず対象調査と見産しの関係、期間において f資金面での貢献j と司j益j が存在する
ことを立証しなければならない。相殺関税調査当局が「資金面での貢献Jの存在とそれに
よる切り益Jの発生を決定して始めて SCM協定第 1条 1項の要件を充たしたと結論でき


















































棺殺関税の手続的要件について、 SCM協定の第 19条 1項は、相殺関税調査当局が被調
査企業について補助金の存否を立証する義務を負うと明文化したため、 ECは、アメリカ






































































ようになる。 2000年 2月2日、 8年近く適用された蔀務省の部分残留論を全面的に否定し
たCAFCの判決(DelverdeI1刀が公布された117。それから9カ月経過した同年 11月 10日、




























121 6件の原始的棺殺関税最終決定は次のとおりである。 StainlessShθet and Strip in 
CoJ] from France (1999)二 Cut-to・LengthCarbon Quality Steel Plate from France 
(1999)二 StainlessSteel Wire Rod from Italy (1998) ; Stainless Steel Plate In C01JS 
from Italy (1999); Stainless Sheet and Strip in CoIl from Italy (1999) ; Cut-to・Length
Carbon Quality Steel Plate from Italy (1999) . 
122 2件の相殺関税見直し決定は、 Cut-to-LengthCarbon Steel Plate企'Om Sweden 
(1997)、ヒGrainOrIented ElectrIcal Steel from Italy (2000)であっTこロ
123 4件のサンセット・レビュウ決定は次のとおりである。 Cut-ω-LengthCarbon Steel 
Plate from the United Kingdom (2000) ; Corrosion-resIstant Carbon Steel Flat 
Products from France (2000) ; Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Germany 
(2000)二 Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Spain (2000) . 
124 フランスの民営化企業を対象とする商務省の相殺関税決定は 3件あった。その中で、
StaIn1ess Sheet and Strip in C01J from France (1999)ヒCut-to-LengthCarbon Quality 
222 
棺殺関税対象産品 StainlessSheet and Strip in Coiiの生産と輸出企業は、











した。 1996年、 1997年も Usinorの民営化が続行され、 1998年になると、フランス政府
は全ての保有株式を手放しした。




による株式の公開売却 (arm'slength， fair market value sale of shares) によって(国有
企業)Usinorの民営化が達成された、と主張した。
2000年 10月 1日、 Usinorは、高務省の相殺関税最終決定を CITに提訴した。訴訟進
行の途中、商務省は案件の差戻しを CITに要求し、 Delverde1了の CAFC判決の影響を
考慮、した上で改めて差戻し決定127をCITに提出した。商務省は部分残留論を撤回して代わ
りに実体同一論のデ、イフェンスを展開したが、 2002年 1月 4目、 CITは実体同一論を退
Steel Plate fトvmFrance ( 1999)の 2件は、原始的相殺関税最終決定であり、
Corrosion -resistan t Carbon Steel Fla t Products 企vmFrance (2000) は、サンセット・
レビ、ュウ決定であった。
125 WTO Panel Report (DS212)， para.2.5. 
126 Ibid.， paras. 2.5包.14.
12i Allegheny Redetermination (2000). 
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ける判決を下している 1280
相殺関税対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv Steel Plate129の生産企業は Usinor
とGTSIndustries S.A.(GTS)となるが、 Usinorの民営化についてすでに見てきたので、
ここでは GTSの民営化を説明する。 Usinorが民営化される時点で、 GTSは、 Dillinger
に 100%所有される株式会社であった。と同時に、 UsinorはDillingerの親会社 DHSの
株式を 70%所有していた。 1995年7月、フランス政府は、 Usinorの株式を 90.2%公開売
却した後、 1996年4月、 UsinorはDHSの株式保有を 70%から 48.75%に減らした。商
務省は、 GTSが Usinorの経営支配を脱したことを認めたが、原補助金はそのまま GTS
に残留すると主張した。





は民営化前後の Usinorは同じ法主体 (person)であると主張した。 2002年 1月24日、
CITは、実体同一論が URAAに違反すると判示した1300






棺殺関税対照産品 StainlessSteel Wire Rodの生産と輸出企業は CASである。商務省
128 Allegheny Ludlum (2002). 
129 当鉄鋼産品の相殺関税調査期間は 1998年であり、問題となる原補助金は 1980年代
Usinorグループ (GTSは当グ、ループの一員)に交付されたものであり、商務省の認定し
た補助金率は、それぞれ、 Usinorの5.56%と、 GTSの6.86%であった。
130 GTS (2002). 
131 この中で、 StainlessSteel J.sre Rod 企omItaly 臼998人 StainlessSteel Pla te in 
Coils 企omItaly 臼99!))、StainlessSheet and Strip in CoJ1s 企omItaly (1999ノ、
Cut-to-Length Carbon Quality Steel Plate 企omItaly臼999ノの 4件が原始的相殺関税




1990年代の初期までに、CAS(Cogne Acciai Speciali S.r.l.)は国家持株会社IRI(Istituto 
per la Ricostruzione Industriale)に所有され、その後、 IRIのsubholdingcompanyとな
る、 FinsiderS.p.A、DeltasiderS.p.A、ILVAS.p.Aに所有されていた。 1992年 12月
31日、CASの株式は国有企業CogneS.p.Aに100%所有された。この日から CASはCogne
S.p.Aの生産施設を引き受けた。 CASの株主の公開募集が行われたが、 10社が CASの株
式を買収することに興味を示した。1993年 12月27日、CogneS.p.AとGE.VAL.S.p.Aと
の関に、 CASの株式を 100%売買する契約が結ぼれた。株式の売却価格は、 1992年の独
立的専問機構が評価した CASの株式の価格よりも高くついた。
相殺関税対象産品 StainlessSteel Plate in Coilsの生産者と輸出企業は AST(Acciai 
Speciali Terni S.p.A.)であり、 ASTの補助金率が 15.160/0と認定された。 1993年9月、 IRI
はILVAグループの核心的営業部門の民営化計画を承認し、ILVAの特殊鋼生産部門を独立
させて株式会社ASTを設立し、抹式の 100%をIRIが所有した。 AST株式を公開売却す




1999年 6月 10日、 ASTは商務省の相殺関税決定を CITに提訴したが、 2000年 8月
14自、 CITは案件を商務省に差し戻し、 Delverde111の判決の影響を考えることを指示し
たことを受けて、商務省は CITに提出する差戻し決定の中で実体同一論を展開した。 AST
は、実体同一論を主張した商務省の決定133を引き続き提訴した結果、 2002年 2月 1日、
CITは商務省の決定を退けた1340






133 AST Reditermionation (2000). 
134 AST (2002). 
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て行われた債務免除であった。 ASTの民営化について、すでに見てきたとおりである。本
件も、 StainlessSteel Plate in Coilsに対する相殺関税決定と伺じく、 CITの審査を受け
ている。
相殺関税対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv Steel Plateの生産者と輪出者は
ILVA (ILVAS.p.A)である。 ILVA(ILP)の輸出産品の補助金率は26.12%と認定された。
1993年、 ILVAの炭素鋼生産部門が独立した株式会社 (ILPS. p .A.) として設立され、そ
の株式がIRIに 100%所有された。 ILP株式の公開売却が行われる際、 11社の民間機関投







相殺関税(行政見直し決定)の対象産品 GrainOriented Electrical Steelの生産と輸出











SSBAの民営化は 1987年から開始され、 1994年に完成された。 SSBAの民営化は3段
階 (1987年、 1989年、 1994年)に分かれて進められた。 1987年、スウェーデン政府は
135 羽寸0，Panel Report (DS212). para.2.29 
226 
保有する SSBA株式の3分の 1を、 6社の機関投資家 (institutionalinvestors)に売却し
た。 1989年、スウェーデン攻府は SSBAの株式を引き続き売却し、株式保有を 47.80/0ま




相殺関税(サンセットレピュウの肯定的決定)対象産品 Cut-to・LengthCarbon Qualitv 




















137 Cut-to・LengthCarbon Steel Plate from Spain (1993) . 
227 
2.紛争当事国の主張
前述のとおり、本件で問題となった 12件の商務省相殺関税決定の 7件が 2000年 2月
(Delv，θ'rde 111の判決が公布される)以前に発表されたため、当然、部分残留論が適用さ
れていた。 2000年 2月以降発表された 4件の相殺関税決定も、商務省、の実体同一論が正
式に披露される 138以前のものであったため、部分残留論が適用されていた。したがって、






ある。 ECは、新しい経済実体142 (new economic entity)について、補助金の存否を立証
138 Delverde Reditermionation (2000)は、 2000年 12月 4日に CITに提出された。























































と批判している。参照、、 WTOPanel Report (DS212)， paras. 4.2， 4.3. 
145 ECは、民営化企業について補助金存否を立証するにあたって、公正な市場価格を反
映する独立当事者間取引の証拠を調査する必要性の法的根拠は、補助金存否の判断基準を
規定するSCM協定第1条と第14条であると主張する。参照、WTOPanel Report (DS212)， 
paras. 4.3， 4.4. 
146 WTO Panel Report (DS212)， para. 4.5. 
229 

















147 ECは、カナダ航空機補助金事件の上級委員会が SCM協定第 1条 1項(b)の「利益j
の意味について、その着眼点は補助金交付者である政府ではなく、受益者 (recipient)に
置かれていること、 f手IJ益Jの受益者になるのは自然人、法人、あるいは団体 (groupof 
person)であると解釈したことを引用している。参照、明司、oPanel Report (DS212)， para. 
4.6.4.8. 
148 羽司、oPanel Report (DS212)， para 4.8. 
149 ECは補助金の受益者は、自然人と法人であると言及しながら、新しい所有者という
概念を併用していることは、会社とその所有者を区別しないという立場の現れである。





れたかどうかという問題である、と強調する。参照、 WTOPanel Report (DS212)， paras. 






























153 Ibid.. Dara 4.14. 
154 カナダ航空機補助金事件の上級委員会解釈の先例を踏襲して補助金は必ず相殺関税
の対象産品を生産する自然人あるいは法人に受取られるという解釈。参照、 WTOPanel 
Report (DS212)， para. 4.16. 
155 Ibid.， paras 4.16，4.17，4.20. 
156 Ibid.， para. 4.22. 



























似していると補足している。明司、oPanel Report (DS212)， paras. 4.24， 4.27， 4.30， 4.32， 
4.38. 
159 Ibid.， paras. 4.25， 4.28， 4.31， 4.33. 
160 Ibid.， para. 4.40. 
161 Ibid.， paras. 4.40， 4.42， 4.44. 
162 アメリカは会社と所有者との相違を主張する議論を展開するにあたって、紛争処理の
全過程において終始、法人とその所有者という一般的的概念に固執し、より具体的な概念




























164 '"庁oPanel Report (DS212)， paras. 4.73，4.74. 
165 Ibid.，para.4.75. 
166 Ibid.，para.7.39. 
167 Ibid.， para.7.39. 
168 Ibid.， para.7.40. 







した1710 さらに、 1994年 GATT第 6条 3項、 SCM協定第 10条脚注 36の規定する「補
助金は産品の製造、生産又は輸出について直接又は間接に交付されたものJという内容を












170 Ibid.， para.7.43. 
171 Ibid.， para.7 .45. 
172 小委員会は、司j益jは会社の生産施設に内在するという観点を否定した 1999年特殊
鋼相殺関税事件の上級委員会の解釈を引用している。参照、 Ibid.，para. 7.46 











ことを認める。参照、 Ibid.，para. 7.50. 
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主を区別して扱うことに触れていないという 1760
小委員会は、さらに、 SCM協定 1条、 10条、 14条は、 “recipient"あるいは “benefit 





















176 Ibid.， para. 7.50. 
177 Ibid. 
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183 Ibid.. Dara 7.52. 
184 1993注部分残留論の妥当性を主張して国内鉄鋼産業の立場(会社と所有者を区別す


























185 Ibid.， para. 7.54. 
186 Ibid.. para. 7.54. 
187 小委員会は、利益は生産活動ではなく、法主体(会社とその所有者の両方を合わせて)
にもたらしたものと解釈した先例を引用している。参照、、 Ibid.，para. 7.55. 
188 Ibid.， para. 7.56. 
189 Ibid.， paras. 7.58，7.59，7.60. 
























条件 (thecondition of privatization)を検討しないこと郎、次に、民営化が独立当事者
主張するのに対して、アメリカは所有権変更後の民営化企業は国有企業より異なる法主体





193 Ibid.， paras. 7.67， 7.68，7.69，7.70. 
194 Ibid.， 
195 Ibid.， paras. 7.72， 7.76; 7.77，7.78. 
196 Ibid.， para. 7.18.小委員会のいう民営化の条件は主に民営化の達成方法を意味する。























concerned privatization， namely whether they occurred at arms length and for fair 
market value， the United Sates had not first determined whether the privatized 







化の条件を検討する義務を拒否することはSCM協定第 21条 1項、 2項、 3項違反を構成
すると判断したa 参照、 Ibid.，para. 7.98， 7.114. 
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205 Ibid.， para. 7.134. 
206 Ibid. 
207 Ibid.， paras. 7.138. 
208 Ibid.， paras. 7.14 -7.142. 
209 Ibid.， paras. 7.143 -7.144. 
210 Ibid.， paras. 7.145 -7.146. 











企業が利益を受けたか否かを立証することを怠ったことになり、 SCM協定第 14条、第 19




課する法的要件を規定する第21条 1項と第 21条2項に違反する。 4件のサンセットレピ
ュウ (4件とも部分残留論を適用)について、民営化の事実(独立当事者間取引)を検討
しなかったため、相殺関税の撤廃が補助金及び損害の存続又は再発をもたらす可能性があ
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4 参照、第 3章第 3節。
5 参娘、第 3章第 1節、第3節、第4章第2節、第6章第4節、第 5節。











































以上の 5点の論拠は、 1993年7月から 2000年 12丹までに、アメリカ(具体的に商務
省)は民営化問題に対応する基本理論として位置付けてきた、いわゆる部分残留論を支え
る具体的根拠であった。この他に、補助金残留を推定できる法的根拠として、 URAAから
は19U.S.C.S 1677(5)(F)lOを、 SCM協定からは第27条 13項目を、それぞれ直接引用した













10 URAA 19U.S.C. S 1677(5)(F)は、民営化など所有権変更問題を専門的に扱う規定であ
るが、最初に商務省はこの規定を根拠に独立当事者間取引を無視して補助金残留を推定で
きる権限を主張した。 CITとCAFCは、 19U.S.C.s 1677(5)(F)の立法目的はむしろ perse 
ruleの適用を牽制することにあると解釈して務務省の主張を退けている。参照、第 3章第
3節、第4節。






























































































































































































































































27 1999年 12月の小委員会報告の提出、 2000年5月の上級委員会報告の提出、及び2000
年6月の両報告の採択。
28 CITは早くも 1995年の段階 CSaarstahl事件、 BSC事件)で部分残留論を否定して
いる。 CAFCは、 2000年2月Delverde刀7の時始めて部分残留論を退ける。
29 WTO Panel Report (DS123). 






















































































43 例えば、 1株は 500円を出資したことを意味すると決定すれば、発行した株式を一律
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